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Ⅰ 計画改訂の趣旨

１ 目 的

我が国における急速な少子化の進行等を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やか

に生まれ、かつ、育成される環境の整備を図るため、平成１５年７月に「次世代育成

支援対策推進法」が制定されました。地方公共団体は、事業主としての立場から、教

職員の子育て支援についての役割を果たす必要があることから、特定事業主行動計画

の策定が求められるようになりました。

岡山県教育委員会においても、教職員を対象に「岡山県教育委員会職員子育て支援

プログラム～子育てにガンバルあなたを支えます～」を策定し、平成１７年４月から

教職員の子育て支援を行ってきました。

このような中、女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力を発揮し、

活躍できる環境を整備するため、平成２７年８月に「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」が制定され、女性の職業生活における活躍を推進するための行動

計画の策定も求められるようになったことから、岡山県教育委員会においても、教職

員を対象に「岡山県教育委員会女性教職員活躍推進計画」を策定し、平成２８年４月

から女性教職員の活躍を支援する取組を行ってきました。

子育て支援プログラムの目的である教職員が安心して子育てを行うことができる職

場環境の整備は、教職員のワーク・ライフ・バランスの実現に資するという点で、女

性教職員活躍推進計画と一体的に取組を推進することが適当と考えられることから、

令和２年４月にこれらの計画を一本化することとしました。

このたび、次世代育成対策推進法の有効期限が令和１７年３月３１日まで１０年間

延長されたこと及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の有効期限が令

和１８年３月３１日まで１０年間延長されたことから、岡山県教育委員会子育て・女

性活躍推進計画の見直しを行い、仕事と生活の調和、女性職員の活躍などの取組をよ

り一層推進していくこととします。

この新たな行動計画を推進することにより、教職員が性別を問わず、家庭と仕事を

両立し、豊かな職業生活を送ることができる職場環境の構築を目的とします。

２ 計画期間 令和８(2026)年４月１日から令和13(2031)年３月３１日までの５年間

３ 策定主体 岡山県教育委員会

４ 計画の対象

本計画は、岡山県教育委員会事務局等職員、県立学校教職員及び市町村立学校の県

費負担教職員を対象とします。

なお、地域連携推進のための取組は、次世代育成支援対策推進法において各市町村

で取り組むこととしていることから、岡山県教育委員会事務局等職員及び県立学校教

職員を対象とします。
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Ⅱ 現状と課題
１ 現 状

計画策定・改訂に当たっては、内閣府令に定める事項の状況を把握・分析した上で

数値目標を設定し、取組の内容を定めることとされています。

岡山県教育委員会の状況は次のとおりです。

（１）内閣府令に定める事項の状況（抜粋）

項 目 数 値

（上段：教育政策課所管、下段：教職員課所管）

・男女の給与の差異

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 89.3％

（R6年度）

・採用した職員に占める女性職員の割合 65.4％

（R5～R7年度平均） 57.3％

・平均継続勤務年数の男女の差異 男性…31.5年 女性…21.5年

（R2～R6年度平均） 男性…31.7年 女性…25.8年

・職員の各月ごとの平均超過勤務時間 管理職 … 0.6時間

（R6年度） 非管理職…11.5時間

・管理職に占める女性職員の割合 19.2％

（R7年度） 31.5％

・各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 副参事級… 39.7％ 主幹級 … 18.2％

（各役職段階の総括職等の女性割合） 主任級 …100％

（特２級以上の職の女性割合） 校長 … 27.7％ 副校長… 24.3％

教頭 … 35.9％

（R7年度） 主幹教諭… 25.2％ 指導教諭… 52.4％

・男女別の育児休業取得率 男性… 42.9％（138日）

（一人当たり平均日数） 女性…100％（340日）

男性… 30.3％（129日）

（R6年度） 女性…100％（672日）
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・男性職員の出産補助休暇取得率 71.4％

（R6年度） 83.0％

・ハラスメント対策の整備状況 人事担当課に相談窓口を設置

職員向けサイトにおいて要綱を公開

（２）教職員アンケートの結果
計画改訂に当たり、対象の教職員が子育て支援や女性活躍推進に関してどのような

意識や要望を持っているかを把握するためにアンケート調査を実施しました。その調
査結果の主なものは次のとおりです。

教職員アンケートの調査結果（主なもの）
※丸数字は順位

○育児休業を取得する際に気になった事項（複数回答）
男性…①職場に迷惑をかけると思った ②業務が多忙であった
女性…①復帰後の職場や仕事の変化が不安 ②職場に迷惑をかけると思った

○男性の育児休業取得が進まない理由（複数回答）
男性…①業務多忙 ②経済面への不安
女性…①業務多忙 ②経済面への不安

○子育てをしながら職務を行うに当たり、職場で能力を十分発揮できている（できて
いた）と感じる
男性…74.1％
女性…44.4％

○年次休暇の取得にためらいを感じる
男性…46.6％
女性…65.2％

○年次休暇の取得にためらいを感じる理由（複数回答）
①みんなに迷惑がかかると感じる ②仕事が忙しい現状ではとても休めない

○時間外業務の状況
恒常的に時間外業務をしている 55.8％（男性…59.6％ 女性…53.1％）
ほとんど時間外業務をしていない 9.1％（男性…10.1％ 女性… 8.4％）

○時間外業務の縮減に組織として効果的と考える事柄
①適正な人員配置 ②事務・作業の簡素化、合理化

○定年まで勤務しようと考えている
男性…61.5％
女性…41.8％（20代…31.8％ 30代…38.6％ 40代…49.3％ 50代…43.7％）

○これまでに退職を考えたことがある
男性…41.7％
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女性…52.5％（20代…38.5％ 30代…59.8％ 40代…59.1％ 50代…50.9％）

○女性管理職が少ない理由
女性…①女性職員が介護・看護の担い手となっており管理職は無理と

考えている ………29.9％
②管理職への登用を希望する女性が少ない ………29.7％
③現状の女性比率が低いとは思わない ………11.9％

○管理職になりたい
男性…29.6％
女性… 8.6％（20代…12.6％ 30代… 9.7％ 40代…11.0％ 50代… 5.7％）

○管理職になりたくない理由（複数回答）
男性…①管理職に向いていない ②業務が困難で、かつ多忙だと思う
女性…①管理職に向いていない ②自分の経験、知識では自信がない

〈参考〉子育て・女性活躍推進計画見直しアンケート

（１）調査対象 岡山県教育委員会及び市町村（組合）教育委員会（岡山市

を除く。）所管の教職員

（２）回 答 数 2,087人（対象教職員数 13,229人）

（３）調査方法 ホームページ画面

（４）調査期間 令和８年１月22日～令和８年２月５日

２ 課 題

１（１）の内閣府令に定める事項の状況と教職員アンケートの結果から次に掲げる

項目を課題としてとらえ、その解決に向けて取り組むこととします。

また、本計画に掲げた課題解決に向けた取組を着実に実施し、組織全体で継続的に

本計画の目的を達成するため、教育庁幹部会の場等を活用して、本計画の策定・変

更、本計画に基づく取組の実施状況や数値目標の達成状況の点検・評価等について協

議を行うこととします。

取り組むべき課題

１ 子育て・介護と仕事の両立

２ ワーク・ライフ・バランスの実現（時間外業務の削減と年次休暇の取得促進）

３ 職場における女性の健康支援

４ 女性教職員の積極的な登用とキャリア形成支援

以下で記載する取組について根拠となる法律は下記のとおりです。

Ⅲ：女性活躍推進法及び次世代育成支援対策推進法

Ⅳ：女性活躍推進法

Ⅴ：次世代育成支援対策推進法
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Ⅲ 家庭と仕事の両立支援のための取組【女性・子育て】

１ 子育て・介護と仕事の両立

現状と課題

○継続勤務年数の男女差の解消

岡山県教育委員会の採用者数は、近年、増加傾向にあり、ベテラン教職員には若

手教職員の育成の役割も期待されているところであり、人材育成の観点からも、教

職員がより長期にわたり活躍することが求められています。

しかし、アンケートの結果によると、定年まで働きたいと思っている教職員の割

合は、男性は61.5％、女性は41.8％となっています。退職を考えたタイミングとし

ては、「職場の人間関係等、仕事上の不安を感じたとき」、「自分の健康上の不安

を感じたとき」等の割合が高くなっています。

そこで、女性教職員が希望に応じて十分に能力を発揮できるような職場環境の整

備に取り組む必要があり、岡山県教育委員会としては、次のような取組を進め、平

均継続勤務年数の男女の差異を数値目標として設定します。

○両立支援制度の充実と利用促進

アンケートの結果によると、育児休業の取得に際し、気になった事項は、「復帰

後の職場や仕事の変化について不安があった」、「職場に迷惑をかけると思った」

等の割合が高くなっています。また、子育てをする教職員が能力を十分に発揮する

ために必要な事項については、「育児などの職員の状況に配慮した人事異動」、

「フレックス制の導入など働き方の選択肢の拡大」、「早出遅出勤務（時差出勤）

などの既存の制度を利用しやすくする環境の整備」等の割合が高くなっています。

このことから、育児休業取得時だけでなく、育児休業中・育児休業復帰後におい

ても、両立支援制度の充実と利用促進により子育てをしながら活躍できる職場環境

の整備や教職員の支援に取り組む必要があります。

○男性教職員の家庭生活への参加促進

アンケートの結果によると、家族間における子育てへの関与のバランスについて

は、50％前後以上と回答した割合が、女性では９割を超えているのに対し、男性で

は４割を切っており、前回計画策定時より向上しているとはいえ、子育てへの関与

は女性中心になっています。

また、育児休業を取得しなかった理由についての男性の回答は、「職場に迷惑を

かけると思った」、「業務多忙」等の割合が高くなっており、父親の育児への関わ

りについては、「率先して主体的に行うべき」と回答した割合が男女ともに５割を

切っています。このことから、男性教職員に対する子育てをはじめとする家庭生活

への参加促進に向けた意識改革及び職場環境の整備を行う必要があります。

一方、必要になった際、介護に関する各種制度を利用したことがあると回答した

割合についても、依然として男性より女性の方が高くなっています。
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男性が、子育てをはじめとする家庭での役割を積極的に担うことは、マネジメン

ト力の向上や多様な価値観の醸成等男性教職員のキャリア形成にとって有用なもの

であり、ひいては女性の職場における活躍の可能性が広がるといえます。

アンケートの結果によると、男性の育児休業取得を促進するために必要な取組に

ついては、「代替職員の確保など業務遂行体制の整備」、「職場のバックアップ体

制や機運の醸成」と回答した割合が高くなっています。

そこで、岡山県教育委員会としては、次のような取組を進め、男性教職員の育児

休業取得率及び出産補助休暇取得率を数値目標として設定します。

課題解決に向けた取組

○制度の取得環境整備

育児休業等を一定期間取得し必要となった場合は、代替教職員を措置し業務に支

障が出ないようにするとともに、さまざまな場をとらえて、管理職等に労務管理の

徹底を呼びかけます。

○人事異動についての配慮

子育て・介護を担う教職員の人事配置や業務内容に対し、本人の状況・希望を十

分に聴いた上で配置するよう配慮します。

○制度の周知徹底

家庭と仕事の両立を支援する各種制度（休業中の経済的支援内容や処遇面等を含

む）について、岡山県教育委員会のサイトへの掲示を活用するとともに、所属長や

庶務担当者向けの手引書を作成し、配布するなど制度の周知に引き続き取り組むこ

ととします。

○子育て・介護と仕事の両立に向けた職場の意識改革

管理職をはじめ教職員の子育て・介護の意義や重要性に対する理解を深め、全て

の教職員に対し、それぞれのライフステージに応じた意識啓発の機会を設けるな

ど、職場全体の子育て・介護に対する意識改革に取り組むとともに、面談等を通じ

て、教職員の状況及び業務の進歩状況を把握するなど、子育て・介護をしながら活

躍できるよう職場の雰囲気づくり、サポート体制の構築に努めるよう働きかけま

す。

○育児休業を取得した教職員に対する職場復帰に向けた支援

育児休業中の教職員に対して、服務関係の制度改正等の情報を適時適切に提供す

ることで職場と教職員とのつながりを保ち、円滑な職場復帰へ向けた支援を行うと

ともに、休業からの復帰直後の教職員に対しては、業務軽減や適切な引継を行うな

ど、復帰直後の教職員が感じる不安感を軽減するよう、管理職等に対し働きかけま

す。
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○相談体制の充実

子育て経験がある教職員の中には、他の教職員の子育てや仕事の上での相談にの

っている事例もあることから、このような教職員を活用することなどにより、相談

体制の充実を図ります。

○男性教職員に対する意識改革と育児休業、出産補助休暇等の取得促進

男性教職員の家庭よりも仕事を優先するあるいは自ら職責を果たそうとする意識

や固定的な性別役割分担意識の改革を進め、男性教職員の積極的な家庭生活への参

加を働きかけます。また、過去に育児休業を取得した男性教職員の体験談等を岡山

県教育委員会のサイトに掲載して紹介し、男性教職員の育児参画に対する意識を高

めます。

配偶者の出産を控えた男性教職員に対しては、出生時両立支援制度等を周知し、

育児休業、出産補助休暇等の取得の意義や男性の育児参画がもたらす効果などを含

め、職場全体でそれらの取得促進に向けた雰囲気づくりを行うよう管理職等に働き

かけます。

○不妊治療を受けやすい職場環境の醸成

仕事と不妊治療の両立には、教職員が安心して治療を行えるよう、管理職等が治

療に対して正しい理解を深め、健康支援休暇や不妊・不育治療休暇といった制度の

周知を行うなど、教職員が治療を受けやすい職場環境の醸成に取り組みます。

数値目標 平均継続勤務年数の男女の差異

教育政策課所管職員 ６．０年 （R2～R6年度平均 10.0年）

教職員課所管職員 ２．０年 （R2～R6年度平均 5.9年）

男性教職員の育児休業取得率

（育児休業を１月以上取得する者の割合）

教育政策課所管職員 ８５．０％ （R6年度 28.6％）

教職員課所管職員 ８５．０％ （R6年度 20.9％）

男性教職員の出産補助休暇取得率

教育政策課所管職員 １００．０％ （R6年度 71.4％）

教職員課所管職員 １００．０％ （R6年度 83.0％）
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２ ワーク・ライフ・バランスの実現（時間外業務の削減と年次休暇の取得促進）

現状と課題
○時間外業務の削減

時間外業務の削減は、育児や介護などにより時間的制約のある教職員はもとより

全ての教職員が十分な能力を発揮するために不可欠な取組です。しかし、アンケー

トの結果によると、55.8％(前回：65.3％)の教職員が「恒常的に時間外業務をして

いる」と回答しており、その割合は改善されてはいるものの、依然として高い状況

であるといえます。長時間にわたる時間外業務の常態化は教職員の心身の健康を脅

かすとともに、子どもたちへの教育にも影響があると考えられ、男女を問わず時間

外業務の削減は重要な課題です。女性が仕事と生活の両立を図りながら職場におい

て活躍するためには、男性が家族の一員としての役割を一層果たすことが求めら

れ、これを実現するためには時間外労働の縮減と働き方の見直しが必要です。

○年次休暇の取得促進

年次休暇の取得は、心身のリフレッシュや作業能率の向上に有効ですが、アンケ

ート結果によると、取得にためらいを感じると回答した割合は５割を超えており、

その理由としては、「みんなに迷惑がかかると感じる」、「仕事が忙しい現状では

とても休めない」等の割合が高くなっています。また、年次休暇の取得促進のため

に必要と考える事項については、「業務遂行体制の工夫・見直し」、「職場の意識

改革」等の割合が高くなっており、ためらいを感じることなく年次休暇が取得でき

るようにするための取組が不可欠です。

岡山県教育委員会としては、全教職員のワーク・ライフ・バランスの実現のた
め、１月当たりの平均時間外業務の時間数と年次休暇平均取得日数を数値目標とし
て設定します。

課題解決に向けた取組
○長時間業務解消への取組

岡山県教育委員会では、平成29年６月に働き方改革プランを策定し、平成29年度

から令和元年度までの３年間で月当たりの時間外業務を平成28年度実績から25％削

減することを目標とするとともに、令和２年３月に、時間外業務を「月45時間、年3

60時間まで」とする、教職員の業務量の適切な管理等に関する規則及び方針を策定

したほか、働き方改革に関する重点取組や、市町村教育委員会との連名で働き方改

革緊急宣言を発出するなど、長時間業務解消に取り組んできました。

また、令和７年６月のいわゆる給特法改正に伴い、令和８年３月には、月当たり

の時間外在校等時間が45時間以内となっている教育職員の割合を100％とすることな

どを目標とした、岡山県立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施

計画を策定し、教職員の心身の健康の保持増進による教育の質の向上と児童生徒の

豊かな成長を目的とする長時間業務解消への取組を推進しています。

なお、市町村教育委員会においても長時間業務解消に向けた取組を進められるよ

う働きかけます。
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○業務の削減や簡素化・合理化・効率化

定時退校日や最終退校時刻を各学校の実態に応じて設定し、時間管理を徹底する

取組を働きかけるとともに、教職員・生徒の健康管理のための部活動休養日の徹底

や、子どもと向き合う時間の確保のための事務業務の軽減等、仕事のやり方の工夫

や業務の改善を通して、更なる業務の効率化を進めるように働きかけます。

その際には、生成ＡＩをはじめとしたＩＣＴツールの積極的な活用を推進しま

す。

○業務執行体制の工夫・見直し

管理職等は、適正な勤務時間の管理を行うため、現認や時間外勤務実績とパソコ

ン記録のチェック、出退勤管理サービスの活用などにより、教職員の時間外勤務の

状況を把握するとともに、日頃から所属内の業務配分に偏りがないか目を配り、組

織における業務の平準化を図るためのマネジメントに努めます。また、所属内ミー

ティング等を活用して業務の進行管理を行い、教職員間の業務配分の見直しを行う

ことで、時間外勤務の削減に向けた取組を行います。

○外部人材等の活用

地域の人材を支援員等として有効に活用して学校に配置することにより、教職員

の勤務負担軽減を図ります。

○職場の意識改革

普段から勤務時間を意識した働き方を進め、定時退庁を基本とします。あらかじ

め協議の終了時刻を設定する、時間的余裕をもった照会を行うなど、職場全体で時

間外業務の削減に向けた意識改革に取り組みます。

また、管理職等は、教職員がためらいを感じることなく休暇が取得できるよう、

自ら率先して休暇を取得することで、教職員が休暇を取得しやすい環境づくりに取

り組みます。

○育児の日（毎月１９日）

教職員が育児に積極的に参加するため、毎月１９日を「育児の日」とし、子育て

中の職員の毎月１９日又はその前後の日における定時退庁を働きかけるとともに、

「育児の日」における休暇取得を含めて、月に１日程度は、教職員が休暇を取得で

きるよう働きかけるとともに、休暇を取得しやすい環境整備を進めます。

○休暇計画表の配付と活用

３か月ごとの年次休暇取得計画表の作成により教職員の休暇の取得を推進し、特

に、夏季（６～１０月）については、計画した休暇の積極的取得に配慮する特別休

暇を積極的に取得できるよう管理職等に対し働きかけます。
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３ 職場における女性の健康支援

現状と課題
○職場における健康支援の促進

男性と女性を比較すると、かかりやすい病気が違い、同じ病気でもかかりやすい

年代や病状、治療法が異なる場合があることもわかっています。特に女性は、思春

期、性成熟期、更年期、老年期と生涯を通じて女性ホルモンが大きく変動し、より

影響を受けやすいとされています。また、10代から始まる月経や妊娠・出産、比較

的若い世代から罹患率が高まる婦人科ガンなど、女性特有の健康課題は様々です。

こうした女性特有の健康課題により仕事の生産性が低下し、責任の重い仕事に就

くことや自分の望むキャリアを諦めることは、組織としての損失となります。

アンケート結果によると、職場において女性の健康に関する配慮が不足している

と感じている女性教職員の割合は４割を超えており、女性の健康上の特性に関する

取組として効果的なものとして「柔軟な働き方を可能とする制度の充実、体験談の

紹介」、「健康問題を相談しやすい体制づくり」と回答した割合が高くなっていま

す。一方で、職場において男性の健康に関する配慮が不足していると感じている男

性教職員の割合も４割を超えています。
健康支援に取り組むことで、仕事に対する自信やモチベーションを高める効果が

期待されることから、取組を進めるに当たっては、女性だけでなく労働者全体を対
象とします。

課題解決に向けた取組
○休暇制度の充実・柔軟な働き方

健康支援休暇を必要なときに取得できるよう配慮します。また、個人の働き方に

応じて早出遅出勤務（時差出勤）等の取得を促進します。なお、制度の整備を進め

るだけでなく、長時間労働の改善や休暇取得への職場の理解、協力的な風土形成を

推進します。

○健康課題を相談しやすい体制づくり

女性の健康上の特性について相談及び対応可能な体制を構築します。なお、健康

支援に当たっては、プライバシー保護に留意した取組を進めます。

数値目標 時間外勤務月45時間超の教職員数（年間延べ人数）

令和６年度実績より10％減

※教育政策課所管職員及び教職員課所管職員のうち時間外勤務手当支給対象職員

に限る。 （R6年度 521人）

年次休暇平均取得日数 １５日 （R6年 12.3日）
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Ⅳ 女性教職員の活躍推進のための取組【女性】

女性教職員の積極的な登用とキャリア形成支援

現状と課題

○女性管理職等の割合の改善

管理職に占める女性教職員の割合の現状は、教育政策課所管職員：19.2％（16.8

％）、教職員課所管職員：31.5％（24.0％）となっており、教職員課所管職員にお

いては目標を達成するなど、一定の成果が表れているといえます。（括弧内は前回

計画時における現況値）

しかし、アンケートの結果によると、「管理職になりたい」と回答した割合は、

男性29.6％(前回：31.1％)、女性8.6％(前回：7.2％)と、男女ともに少なく、管理

職になりたくない理由については、「自分は管理職に向いていないと思うから」、

「自分の経験、知識では自信がないから」、「業務が困難で、多忙だと思うから」

等と回答した割合が高くなっています。

あらゆる教育現場において、政策や方針決定の過程に女性が参画することが重要

ですが、管理職に占める女性教職員の割合は、改善されているものの、依然として

低い状況にあります。アンケート結果では、女性管理職の登用に当たり重要なこと

として、「性別に関わらない人事配置（業務配分）による人材育成」、「出産・子

育てに一定の時間的制約を抱えることを前提とした職員の計画的な育成」が、ま

た、管理職になるに当たり役立ったこととして、「多様な業務の経験」、「先輩か

らの助言・指導・情報共有」と回答した割合が、高くなっています。

一方、教職員の中には、管理職として学校経営等に携わるのではなく、児童や生

徒への指導を追究したいという思いを持つ者も少なくないため、希望する教職員

が、児童や生徒に対する指導面におけるキャリアを積み重ね、他の教職員への指導

や助言に、その培った指導力を発揮することができる職場環境の整備も必要です。

既に多くの女性の採用が進んでいる岡山県教育委員会においては、全ての教職員

がどの役職段階においても、その個性と能力を十分に発揮し、活躍することが重要

な課題であるといえます。

岡山県教育委員会としては、管理職に占める女性教職員の割合とともに、主幹教

諭及び指導教諭に占める女性教職員の割合を数値目標として設定します。

課題解決に向けた取組

○子育て・介護と仕事の両立に向けた職場の意識改革（再掲）

管理職をはじめ教職員の子育て・介護の意義や重要性に対する理解を深め、全て

の教職員に対し、それぞれのライフステージに応じた意識啓発の機会を設けるな

ど、職場全体の子育て・介護に対する意識改革に取り組むとともに、面談等を通じ

て、教職員の状況及び業務の進捗状況を把握するなど、子育て・介護をしながら活

躍できるよう職場の雰囲気づくり、サポート体制の構築に努めるよう働きかけま

す。
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○女性教職員の意識改革

実際に仕事と家庭を両立して活躍している女性管理職の活躍の様子を岡山県教育

委員会のサイトに掲載して紹介し、女性教職員が自身のロールモデルとして受け止

めることによって管理職への昇任に向けた意欲の向上を促進します。

○人事異動についての配慮（再掲）

子育て・介護を担う教職員の人事配置や業務内容に対し、本人の状況・希望を十

分に聴いた上で配置するよう配慮します。

○出産・子育てを想定した女性教職員のキャリア形成

幅広い知識・経験の習得のため、女性教職員が出産・子育てにより、一定期間職

を離れることも考慮しながら、各所属内において、女性教職員に対して個々人の能

力、意欲、適性等に応じたさまざまな業務経験を積極的に付与することにより、多

様なキャリア形成を支援していきます。

○女性管理職の計画的な育成

これまで女性職員が配置されていない職務やポストへも積極的に女性を配置する

など、女性管理職の登用に向けて職域の拡大を進めるとともに、組織マネジメント

を経験できるポストへの女性職員の配置に努めるなど、女性管理職の計画的な育成

に取り組みます。

○ハラスメント防止

ハラスメントは重大な人権侵害であり、職務能率の低下や健康面への被害といっ

た個人への影響だけでなく、人間関係の悪化や職場全体の士気の低下を招き、秩序

を乱すといった職場への影響も甚大です。

教職員に対する意識啓発や研修を行い、未然防止に努めるとともに、一元的に相

談を受け付ける相談窓口の周知を行います。

数値目標 管理職に占める女性教職員の割合

教育政策課所管職員 ２１．８％ （R7年度 19.2％）

教職員課所管職員 ３６．４％ （R7年度 31.5％）

主幹教諭・指導教諭に占める女性教職員の割合

４５．０％ （R7年度 39.9％）
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Ⅴ 子育て活動支援に係る地域連携推進のための取組【子育て】

現状

岡山県では、子どもを健やかに生み育てる環境づくりに取り組んでおり、家庭、

地域、企業、民間団体等と行政が密接に連携して各種施策事業に取り組むこととし

ています。このため、岡山県教育委員会でも積極的に地域に貢献していくことが求

められています。

とりわけ、地域は子どもにとって、社会性や自主性を培う重要な場であることか

ら、地域ぐるみで様々な体験や活動を行うことのできるような環境を整備するなど

子育てを支援していくことが必要です。

取組内容

○子ども・子育てに関する地域貢献活動

子育て活動に役立つ知識や特技を持っている教職員や地域の子育て活動に意欲の

ある教職員に、活動に積極的に参加するよう呼びかけるとともに、管理職等に対

し、教職員が活動に参加しやすい職場環境づくりを心がけるよう働きかけます。

○子育て地域活動への学校開放

子どもが参加する地域の活動には、学校活動や管理運営に支障のない範囲で体育

館や運動場の開放を推進します。

○来所しやすい所属

子どもを連れて所属に来られた方に対して、親切丁寧に対応するなどの取組を推

進します。
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（１）調査対象　岡山県教育委員会及び市町村（組合）教育委員会

                （岡山市を除く。）所管の教職員

（２）回 答 数　2,087人（対象教職員数　13,229人）

（３）調査方法　ホームページ画面

（４）調査期間　令和８年１月22日～令和８年２月５日

子育て・女性活躍推進計画見直しアンケート集計結果

8.3%

84.6%

49.9%

91.7%

15.4%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 子どもが生まれたとき、育児休業を取得しましたか。

１ 取得した ２ 取得しなかった

30.2%

34.1%

26.4%

0.8%

3.1%

0.8%

1.6%

3.1%

25.2%

27.3%

17.8%

6.4%

13.3%

2.8%

6.3%

0.9%

25.5%

27.7%

18.3%

6.1%

12.7%

2.7%

6.0%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

１ 子どもの世話をするのは親として当然である

２ 子どもと一緒に過ごしたかった

３ 子どもの世話をすることが自分にとってプラスに

なると思った

４ 配偶者が育休を取得できなかった

５ 自分以外に育児をする人がいなかった

６ 託児施設等、子どもの預け先が確保できなかっ

た

７ 周囲の人が育休を取得していたから

８ その他

問 育児休業を取得した動機は。

男性 女性 全体

１ 育児休業等の取得について
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回答者

１　仕事にやりがいを感じていた
２　業務が多忙であった
３　職場に迷惑をかけると思った

６　経済的に厳しくなると思った
７　職場の理解が得にくかった
８　代替職員の確保が難しかった
９　その他
合計

5.1%

15.2%

28.3%

10.1%

10.1%

12.3%

5.1%

11.6%

2.2%

8.4%
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20.4%

7.2%

26.4%

17.9%

1.4%

9.1%

0.8%

8.1%

8.9%

21.0%

7.4%

25.2%

17.5%

1.7%

9.3%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 仕事にやりがいを感じていた

２ 業務が多忙であった

３ 職場に迷惑をかけると思った

４ 給与などの処遇や昇任に影響があると思った

５ 復帰後の職場や仕事の変化について不安があっ

た

６ 経済的に厳しくなると思った

７ 職場の理解が得にくかった

８ 代替職員の確保が難しかった

９ その他

問 育児休業を取得する際に気になった事項は。

男性 女性 全体
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回答者

１　仕事にやりがいを感じていた
２　業務が多忙であった
３　職場に迷惑をかけると思った

６　経済的に厳しくなると思った
７　職場の理解が得られなかった

１０　育児中心の生活をしたくなかった
１１　制度がまだできていなかった

１３　その他
合計

１３　その他
（男性）
配偶者のみが育児休業をとった
配偶者が無職であったため
常勤講師という立場だったから
管理職から取得の案内がなかった
育児休業を取得するという発想がなかった
（女性）
講師のため退職した
家庭（親族）に養育者がいたため

回答者

3.1%

15.1%

16.5%

4.8%

3.8%

9.8%

1.7%

9.0%

10.8%

0.6%

9.9%

11.2%

3.8%

1.6%

1.6%

4.0%

0.0%

0.8%

4.0%

0.8%

0.8%

0.0%

1.6%

9.7%

5.6%

69.4%

2.9%

14.0%

15.5%

4.4%

3.6%

9.3%

1.6%

8.4%

9.9%

0.6%

9.9%

10.8%

9.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

１ 仕事にやりがいを感じていた

２ 業務が多忙であった

３ 職場に迷惑をかけると思った

４ 給与などの処遇や昇任に影響があると思った

５ 復帰後の職場や仕事の変化について不安があっ

た

６ 経済的に厳しくなると思った

７ 職場の理解が得られなかった

８ 既に常態として育児ができる者がいた

９ 配偶者が育児休業を取得するのが合理的と考え

ていた

１０ 育児中心の生活をしたくなかった

１１ 制度がまだできていなかった

１２ 周囲の取得者が少なかったため、取得する考え

に至らなかった

１３ その他

問 育児休業を取得しなかった理由は。

男性 女性 全体
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１　可能な限り早く復職する
２　対象となる子が満１歳になるまで
３　対象となる子が満２歳になるまで
４　対象となる子が満３歳になるまで
５　対象となる子が就学するまで
６　その他
合計

回答者

１　１週間～１か月未満
２　１か月～３か月未満
３　３か月～６か月未満
４　６か月～１年未満
５　対象となる子が満２歳になるまで
６　対象となる子が満３歳になるまで
７　対象となる子が就学するまで

９　その他
合計

５　育児と仕事のバランスが大切だ
合計

2.1%

1.2%

1.5%

9.2%

9.7%

9.5%

16.5%

16.1%

16.3%

43.0%

50.5%

47.4%

22.5%

16.3%

18.9%

6.8%

6.2%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 適当と思う育児休業の期間は（母親）。

１ 可能な限り早く復職する ２ 対象となる子が満１歳になるまで

３ 対象となる子が満２歳になるまで ４ 対象となる子が満３歳になるまで

５ 対象となる子が就学するまで ６ その他

46.9%

47.9%

47.5%

14.3%

20.1%

17.7%

1.5%

0.9%

1.2%

0.1%

0.0%

0.0%

37.2%

31.1%

33.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 父親が育児をすることに対する考えは。

１ 父親は育児休業を取得するなど、育児は率先して主体的に行うべきだ

２ 父親は育児休業を取得する必要はないが、育児は率先して主体的に行うべきだ

３ 親は仕事を優先し、育児はできる範囲で行うべきだ

４ 父親は仕事に専念し、育児は母親に任せるべきだ

５ 育児と仕事のバランスが大切だ

5.2%

5.7%

5.5%

7.5%

10.9%

9.4%

9.5%

12.6%

11.3%

27.3%

29.2%

28.4%

8.1%

5.7%

6.7%

19.5%

15.7%

17.3%

10.0%

4.3%

6.7%

5.6%

9.1%

7.7%

7.3%

6.8%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 適当と思う育児休業の期間は（父親）。

１ １週間～１か月未満 ２ １か月～３か月未満

３ ３か月～６か月未満 ４ ６か月～１年未満

５ 対象となる子が満２歳になるまで ６ 対象となる子が満３歳になるまで

７ 対象となる子が就学するまで ８ 育休は取得しなくても、定時で帰宅する

９ その他
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１　とても低い
２　やや低い
３　適当
４　やや高い
５　高い
合計

１　とても低い
２　やや低い
３　適当
４　やや高い
５　高い
合計

23.6%

14.7%

18.4%

42.9%

44.9%

44.1%

25.6%

28.8%

27.5%

4.9%

8.0%

6.7%

3.1%

3.5%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 男性の育児休業取得率（教育政策課所管：42.9％）の考えは。

１ とても低い ２ やや低い ３ 適当 ４ やや高い ５ 高い

36.7%

29.2%

32.3%

39.1%

45.1%

42.6%

18.8%

19.5%

19.2%

3.8%

4.3%

4.1%

1.6%

1.9%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 男性の育児休業取得率（教職員課所管：30.3％）の考えは。

１ とても低い ２ やや低い ３ 適当 ４ やや高い ５ 高い

20.2%

11.5%

15.2%

37.3%

37.7%

37.5%

34.0%

40.5%

37.8%

5.9%

7.4%

6.8%

2.6%

2.7%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 男性の育児休業平均取得日数（教育政策課所管：138日）の考えは。

１ とても低い ２ やや低い ３ 適当 ４ やや高い ５ 高い
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１　とても低い
２　やや低い
３　適当
４　やや高い
５　高い
合計

１　とても低い
２　やや低い
３　適当
４　やや高い
５　高い
合計

7.5%

13.8%

11.8%

26.1%

10.0%

19.2%

5.9%

5.8%

5.9%

14.9%

15.9%

23.8%

12.1%

18.6%

4.8%

3.9%

6.5%

14.5%

14.3%

24.7%

11.3%

18.8%

5.2%

4.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 制度の周知不足

２ 「男性は家庭より仕事優先」という男性職員本人

の意識

３ 男性の育休取得に対する上司や同僚の態度

４ 業務多忙

５ 昇給、昇任など処遇面での不安

６ 育児休業中の経済面への不安

７ 手続きの煩わしさ

８ その他

問 男性職員の育児休業取得が進まない理由は。

男性 女性 全体

20.9%

12.8%

16.2%

38.1%

39.0%

38.6%

32.6%

38.0%

35.8%

5.8%

7.6%

6.9%

2.6%

2.6%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 男性の育児休業平均取得日数（教職員課所管：129日）の考えは。

１ とても低い ２ やや低い ３ 適当 ４ やや高い ５ 高い
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１　制度の周知不足

４　業務多忙
５　昇給、昇任など処遇面での不安
６　育児休業中の経済面への不安
７　手続きの煩わしさ
８　その他
合計

３　男性職員の意識改革

５　休業期間中の経済的支援の拡大

10.5%

21.7%

9.9%

15.9%

14.3%

3.2%

3.5%

3.3%

14.4%

2.2%

1.2%

9.5%

21.7%

9.3%

17.1%

12.6%

3.6%

3.9%

4.1%

15.2%

2.1%

0.8%

9.9%

21.7%

9.6%

16.6%

13.3%

3.5%

3.7%

3.7%

14.9%

2.1%

1.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 休暇、休業等の子育て支援制度に関する情報提

供

２ 代替職員の確保など業務遂行体制の整備

３ 男性職員の意識改革

４ 職場のバックアップ体制や機運の醸成

５ 休業期間中の経済的支援の拡大

６ 育児休業経験者の体験談等に関する情報提供

７ 休業者に対する職場の状況に関する情報提供

８ 職場復帰前後の研修等の支援

９ 育休取得者をカバーする職員への手当の支給

１０ 男性の産後うつ等メンタルヘルス相談に関する

情報提供

１１ その他

問 男性職員の育児休業取得を促進するために必要な取組は。

男性 女性 全体
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８　職場復帰前後の研修等の支援

１１　その他
合計

１　取得したことがある
２　取得したことがない
合計

１　制度を知らなかった
２　制度がまだできていなかった
３　特に必要性を感じなかった
４　業務が多忙であった

７　年次休暇で対応した
８　その他

81.1%

92.6%

87.4%

18.9%

7.4%

12.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 育児に関する特別休暇等を取得したことはありますか。

１ 取得したことがある ２ 取得したことがない

10.8%

10.0%

10.6%

14.7%

28.9%

18.6%

13.8%

11.1%

13.0%

19.0%

8.9%

16.1%

5.6%

5.6%

5.6%

9.9%

0.0%

7.1%

22.4%

17.8%

21.1%

3.9%

17.8%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 上記を取得しなかった理由は。

１ 制度を知らなかった ２ 制度がまだできていなかった

３ 特に必要性を感じなかった ４ 業務が多忙であった

５ 職場が休暇を取得しにくい雰囲気であった ６ 既に自分以外に育児をする人がいた

７ 年次休暇で対応した ８ その他
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合計

活用したことがある
活用したことがない
合計

１　制度を知らなかった
２　制度がまだできていなかった
３　特に必要性を感じなかった
４　業務が多忙であった

７　経済的に厳しくなると思った
８　代替職員の確保が難しいと感じた
９　その他
合計

9.6%

31.4%

21.5%

90.4%

68.6%

78.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 育児短時間・早出遅出勤務・在宅勤務を活用したことがありますか。

活用したことがある 活用したことがない

7.4%

17.0%

17.5%

19.5%

5.8%

11.0%

7.7%

12.7%

1.4%

6.0%

27.9%

10.7%

12.0%

9.5%

1.5%

9.7%

12.4%

10.2%

6.8%

21.5%

14.7%

16.4%

7.3%

7.1%

8.5%

12.6%

5.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 制度を知らなかった

２ 制度がまだできていなかった

３ 特に必要性を感じなかった

４ 業務が多忙であった

５ 職場が制度を活用しにくい雰囲気であった

６ 既に常態として育児ができる者がいた

７ 経済的に厳しくなると思った

８ 代替職員の確保が難しいと感じた

９ その他

問 上記を活用しなかった理由は。

男性 女性 全体
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１　９０％前後
２　７０％前後
３　５０％前後
４　３０％前後
５　１０％前後
６　その他
合計

感じる
感じない
合計

2.5%

43.8%

25.0%

8.1%

41.2%

26.2%

25.9%

11.7%

18.1%

43.4%

1.7%

20.6%

18.1%

0.0%

8.2%

2.0%

1.7%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 家族間において自身が子育てに関わっている割合は。

１ ９０％前後 ２ ７０％前後 ３ ５０％前後 ４ ３０％前後 ５ １０％前後 ６ その他

74.1%

44.4%

57.9%

25.9%

55.6%

42.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 子育てをしながら職務を行うに当たり、職場で能力を十分発揮

できている（できていた）と感じますか。

感じる 感じない

２ 子育てへの関与等について
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１０　その他
合計

3.9%

11.5%

11.2%

6.3%

16.9%

20.8%

7.4%

14.0%

4.0%

3.9%

3.3%

12.5%

11.7%

1.4%

17.3%

23.5%

3.7%

19.1%

4.9%

2.8%

3.5%

12.1%

11.5%

3.4%

17.2%

22.4%

5.2%

17.0%

4.5%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 職員の相談に乗り助言するメンター制度の導入

２ 育児休業からの円滑な職場復帰支援制度の確立

３ 職員の仕事と生活の両立に向けた所属長の意識

改革

４ 男性職員に偏っている業務への女性職員の配置

５ フレックス制の導入など働き方の選択肢の拡大

６ 育児などの職員の状況に配慮した人事異動

７ 男性職員の子育て参加等の意識改革

８ 早出遅出勤務（時差出勤）などの既存の制度を利

用しやすくする環境の整備

９ 孫休暇など親以外の子育てをする職員に対する

新たな制度の導入

１０ その他

問 子育てをする職員が能力を十分に発揮するためには

何が必要と考えますか。

男性 女性 全体
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１　介護はしたことがない
２　同居の親等を介護している
３　別居の親等を介護している

合計

１　取得した
２　取得しなかった
合計

83.0%

81.9%

82.4%

4.4%

3.8%

4.0%

5.6%

5.8%

5.7%

7.0%

8.6%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 介護の状況は。

１ 介護はしたことがない

２ 同居の親等を介護している

３ 別居の親等を介護している

４ 現在は介護していないが、過去には介護していたことがある

18.9%

22.7%

21.2%

81.1%

77.3%

78.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 必要になった際、介護休暇等を取得しましたか。

１ 取得した ２ 取得しなかった

1.7%

22.4%

34.5%

3.4%

1.7%

6.9%

6.9%

6.9%

10.3%

5.2%

1.0%

24.7%

40.2%

1.0%

1.0%

0.0%

1.0%

11.3%

15.5%

4.1%

1.3%

23.9%

38.1%

1.9%

1.3%

2.6%

3.2%

9.7%

13.5%

4.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 仕事にやりがいを感じていた

２ 業務が多忙であった

３ 職場に迷惑をかけると思った

４ 給与などの処遇や昇任に影響があると思った

５ 復帰後の職場や仕事の変化について不安があっ

た

６ 経済的に厳しくなると思った

７ 職場の理解が得にくかった、取得しづらい雰囲気

であった

８ 代替職員の確保が難しかった

９ 休暇の取得可能期間内で対応できるか不安が

あった

１０ その他

問 介護休暇等を取得する際に気になった事項は。

男性 女性 全体

３ 介護休暇等の取得について
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問３０×問３１

１　仕事にやりがいを感じていた
２　業務が多忙であった
３　職場に迷惑をかけると思った

６　経済的に厳しくなると思った

８　代替職員の確保が難しかった

１０　その他
合計

問３０×問３２

１　仕事にやりがいを感じていた
２　業務が多忙であった
３　職場に迷惑をかけると思った

６　経済的に厳しくなると思った
７　職場の理解が得られなかった

９　配偶者が介護休暇等を取得した
１０　介護中心の生活をしたくなかった
１１　制度がまだできていなかった
１２　その他
合計

2.1%

23.0%

15.9%

6.4%

3.2%

11.3%

4.2%

16.6%

1.1%

2.1%

3.2%

11.0%

2.8%

17.6%

19.8%

5.7%

3.7%

8.8%

4.0%

13.9%

1.4%

4.5%

4.0%

13.9%

2.5%

20.0%

18.1%

6.0%

3.5%

9.9%

4.1%

15.1%

1.3%

3.5%

3.6%

12.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 仕事にやりがいを感じていた

２ 業務が多忙であった

３ 職場に迷惑をかけると思った

４ 給与などの処遇や昇任に影響があると思った

５ 復帰後の職場や仕事の変化について不安があっ

た

６ 経済的に厳しくなると思った

７ 職場の理解が得られなかった

８ 既に自分以外に介護をする人がいた

９ 配偶者が介護休暇等を取得した

１０ 介護中心の生活をしたくなかった

１１ 制度がまだできていなかった

１２ その他

問 介護休暇等を取得しなかった理由は。

男性 女性 全体
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１　取得したことがある
２　取得したことがない
合計

問３３×問３４

43.9%

58.2%

52.4%

56.1%

41.8%

47.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 必要になった際、介護のための休暇・家族休暇を取得しましたか。

１ 取得したことがある ２ 取得したことがない

5.2%

4.6%

16.3%

22.9%

5.9%

13.1%

26.8%

5.2%

7.5%

6.8%

13.7%

13.7%

8.7%

16.8%

26.7%

6.2%

6.4%

5.7%

15.0%

18.2%

7.3%

15.0%

26.8%

5.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 制度を知らなかった

２ 制度がまだできていなかった

３ 特に必要性を感じなかった

４ 業務が多忙であった

５ 職場が休暇を取得しにくい雰囲気であった

６ 既に自分以外に介護をする人がいた

７ 年次休暇で対応した

８ その他

問 上記を取得しなかった理由は。

男性 女性 全体
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１　制度を知らなかった
２　制度がまだできていなかった
３　特に必要性を感じなかった
４　業務が多忙であった

７　年次休暇で対応した
８　その他
合計

１　ためらいを感じる
２　ためらいを感じない
合計

46.6%

65.2%

57.4%

53.4%

34.8%

42.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 年次休暇を取得することにためらいを感じますか。

１ ためらいを感じる ２ ためらいを感じない

26.2%

23.6%

30.0%

3.4%

6.2%

8.3%

2.3%

25.0%

23.5%

32.0%

2.3%

6.3%

8.7%

2.2%

25.4%

23.5%

31.3%

2.7%

6.2%

8.6%

2.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

１ 仕事が忙しい現状ではとても休めない

２ 後で多忙になると思う

３ みんなに迷惑がかかると感じる

４ 上司がいい顔をしない

５ 職場の雰囲気で取得しづらい

６ スケジュールを自分で調整しにくい

７ その他

問 ためらいを感じる理由は。

男性 女性 全体

４ 年次休暇の取得について
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２　後で多忙になると思う
３　みんなに迷惑がかかると感じる
４　上司がいい顔をしない
５　職場の雰囲気で取得しづらい
６　スケジュールを自分で調整しにくい
７　その他
合計

１　業務遂行体制の工夫・見直し
２　職場の意識改革
３　年次休暇の計画表の作成・実施

７　その他
合計

30.2%

19.9%

7.8%

9.9%

14.2%

12.9%

5.2%

30.0%

19.1%

7.8%

10.0%

14.8%

14.2%

4.2%

30.1%

19.4%

7.8%

10.0%

14.6%

13.6%

4.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

１ 業務遂行体制の工夫・見直し

２ 職場の意識改革

３ 年次休暇の計画表の作成・実施

４ 職場の業務予定の職員への早期周知

５ ゴールデンウィーク期間、夏季等における連続

休暇の取得促進

６ 職員やその家族の記念日における休暇の取得

促進

７ その他

問 年次休暇の取得促進のために必要な取組は。

男性 女性 全体
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１　あると感じる
２　あるようには感じない
３　その他
合計

１　あると感じる
２　あるようには感じない
３　その他
合計

１　あると感じる
２　あるようには感じない

69.5%

52.4%

59.5%

26.7%

43.7%

36.6%

3.8%

4.0%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 現在の勤務先には女性の健康に関する配慮があると感じるか。

１ あると感じる ２ あるようには感じない ３ その他

54.5%

40.4%

46.3%

42.9%

55.2%

50.0%

2.6%

4.4%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 現在の勤務先には男性の健康に関する配慮があると感じるか。

１ あると感じる ２ あるようには感じない ３ その他

80.4%

73.2%

76.2%

17.5%

24.8%

21.8%

2.1%

2.0%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 健康問題による業務調整について職場に相談しやすいと感じるか。

１ あると感じる ２ あるようには感じない ３ その他

５ 女性の健康に関する配慮について
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３　その他
合計

１　職場の理解が得られないから

３　同性以外に相談しにくいから
４　職場に迷惑がかかるから
５　その他
合計

４　健康問題を相談しやすい体制づくり
５　相談窓口の設置
６　定期的な情報提供
７　その他
合計

19.8%

24.8%

2.7%

44.1%

8.6%

12.7%

23.1%

14.8%

42.8%

6.6%

15.0%

23.6%

11.0%

43.2%

7.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 職場の理解が得られないから

２ 誰に相談したらよいかわからないから

３ 同性以外に相談しにくいから

４ 職場に迷惑がかかるから

５ その他

問 相談しやすいと感じない理由は。

男性 女性 全体

8.0%

6.9%

23.1%

23.6%

11.2%

9.3%

1.9%

5.0%

4.5%

27.0%

24.2%

8.2%

11.3%

2.2%

6.2%

5.5%

25.3%

23.9%

9.5%

10.4%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 女性の健康上の特性に関する研修会の開催

２ 女性の健康課題に関する啓発冊子の配布や動

画の配信

３ 休暇制度の充実や在宅勤務をはじめとした柔軟

な働き方を可能とする制度の充実、体験談の紹介

４ 健康問題を相談しやすい体制づくり

５ 相談窓口の設置

６ 定期的な情報提供

７ その他

問 女性の健康上の特性に関する取組として効果的なものは。

男性 女性 全体
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１　恒常的に時間外業務をしている

４　ほとんど時間外業務はしていない
５　その他
合計

１　業務の優先順位付け
２　事務・作業の効率化、省力化

４　特に何もしていない
５　その他
合計

59.6%

53.1%

55.8%

9.9%

14.3%

12.4%

19.7%

23.6%

22.0%

10.1%

8.4%

9.1%

0.7%

0.7%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 あなたの時間外業務の状況は。

１ 恒常的に時間外業務をしている

２ 繁忙期には時間外業務をすることがあり、必要なときに早く帰れるとは限らない

３ 繁忙期には時間外業務をすることがあるが、必要な場合には早く帰ることができる

４ ほとんど時間外業務はしていない

５ その他

44.9%

41.7%

9.6%

2.5%

1.3%

51.4%

40.0%

6.0%

1.2%

1.3%

48.6%

40.8%

7.5%

1.8%

1.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

１ 業務の優先順位付け

２ 事務・作業の効率化、省力化

３ 特定の職員に業務が集中しないよう、業務配分

の見直しを上司に申し出ている

４ 特に何もしていない

５ その他

問 時間外業務の縮減に向けて気をつけている事柄は。

男性 女性 全体

６ 時 間 外 業 務 に つ い て

32



１　事務・作業の簡素化、合理化
２　適正な人員配置
３　定時退庁日の強化

５　上司の的確な指示

７　その他
合計

22.4%

48.2%

2.2%

12.3%

3.6%

7.1%

4.4%

29.6%

46.0%

1.5%

12.8%

3.1%

4.3%

2.8%

26.6%

46.9%

1.8%

12.6%

3.3%

5.5%

3.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

１ 事務・作業の簡素化、合理化

２ 適正な人員配置

３ 定時退庁日の強化

４ 効率的な業務処理に向けた職場全体の意識改

革

５ 上司の的確な指示

６ 時間外勤務の割増賃金率の引き上げ

７ その他

問 時間外業務の縮減には、組織として何が効果的か。

男性 女性 全体
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１　出身県だから

４　他県より処遇が良かったから

６　先輩や親族等から勧められたから

９　その他
合計

68.2%

6.7%

12.1%

0.6%

2.5%

4.1%

1.7%

1.5%

2.7%

65.6%

6.6%

7.8%

0.2%

5.3%

5.5%

1.8%

1.9%

5.4%

66.6%

6.6%

9.6%

0.4%

4.1%

4.9%

1.7%

1.7%

4.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

１ 出身県だから

２ 出身県ではないが、大学等を岡山で過ごしたから

３ 岡山県教職員の仕事に魅力を感じたから

４ 他県より処遇が良かったから

５ 福利厚生制度が充実しており仕事と家庭の両立

ができると思ったから

６ 先輩や親族等から勧められたから

７ 募集人数が多いなど、合格しやすいと思ったから

８ 希望していた就職先に採用されなかったから

９ その他

問 本県を就職先とした理由は。

男性 女性 全体

７ 女性教職員の割合について
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２　インターンシップ
３　親族からの情報
４　親族以外の友人・知人からの情報

７　県のＨＰやＳＮＳからの情報

９　特に知る機会はなかった
１０　その他
合計

８　その他
合計

25.1%

3.3%

8.1%

6.9%

9.5%

4.9%

9.3%

3.7%

28.1%

1.2%

28.4%

3.8%

9.0%

7.7%

9.3%

5.9%

9.0%

3.7%

21.8%

1.5%

27.0%

3.6%

8.6%

7.4%

9.4%

5.5%

9.1%

3.7%

24.3%

1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 学校での授業や活動（教員養成講座、公務員講

座等を含む）

２ インターンシップ

３ 親族からの情報

４ 親族以外の友人・知人からの情報

５ 県の教職員として勤務する大学や高校の先輩か

らの情報

６ 人事委員会や県教委が主催する説明会

７ 県のＨＰやＳＮＳからの情報

８ パンフレット、ＴＶ、ラジオ、新聞、雑誌からの情報

９ 特に知る機会はなかった

１０ その他

問 採用前、県教委の施策や県の教職員の仕事内容を知るために

どのような機会がありましたか。

男性 女性 全体
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１　はい
２　いいえ
３　わからない
合計

31.0%

18.0%

33.8%

4.5%

1.0%

2.2%

4.1%

5.4%

25.5%

19.4%

44.9%

2.5%

0.5%

1.0%

3.2%

3.0%

27.8%

18.8%

40.3%

3.3%

0.7%

1.5%

3.6%

4.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 性別に関係なくやりがいのある業務を担当できる

こと

２ 仕事と家庭を両立しながらキャリア形成を重ねて

いる先輩女性職員の経験談

３ 育児休業や育児短時間勤務などの仕事と家庭

生活の両立支援制度

４ 男性職員の子育て参加の促進など仕事と家庭生

活の両立に向けた職場の取組

５ 子育て支援制度を活用した男性職員の経験談

６ 女性職員が日常的にメディアに露出することで、

女性が活躍しているイメージの形成

７ 育児休業等の取得状況のデータの公表

８ その他

問 特に女性の受験者を拡大するためにＰＲする内容として、最も有効と

考えられるものは。

男性 女性 全体
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１　あった
２　なかった
合計

61.5%

41.8%

50.0%

11.0%

18.0%

15.1%

27.5%

40.2%

34.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 定年まで勤務しようと考えていますか。

１ はい ２ いいえ ３ わからない

41.7%

52.5%

48.0%

58.3%

47.5%

52.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 これまで退職を考えたことはありましたか。

１ あった ２ なかった

8.5%

1.4%

1.2%

0.5%

3.7%

0.9%

4.1%

15.2%

34.8%

8.3%

9.7%

11.8%

8.3%

2.6%

9.6%

3.0%

11.2%

0.5%

5.3%

14.9%

27.9%

2.6%

7.7%

6.2%

8.4%

2.2%

7.0%

2.2%

8.9%

0.6%

5.0%

15.0%

30.0%

4.4%

8.3%

7.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

１ 最初の勤務地で勤務を始めてすぐ

２ 結婚したとき

３ 妊娠、出産したとき

４ 託児施設等、子どもの預け先が確保できなかった

とき

５ 子育て上の悩みを感じたとき

６ 子どもが就職したとき

７ 介護の必要が生じたとき

８ 自分の健康上の不安を感じたとき

９ 職場の人間関係等、仕事上の不安を感じたとき

１０ 他にやりがいある仕事が見つかったとき

１１ ハラスメントを受けたとき

１２ その他

問 退職を考えたのはどんな時でしたか。

男性 女性 全体

８ 勤続年数の男女差について
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１　最初の勤務地で勤務を始めてすぐ
２　結婚したとき
３　妊娠、出産したとき

５　子育て上の悩みを感じたとき
６　子どもが就職したとき
７　介護の必要が生じたとき
８　自分の健康上の不安を感じたとき

１１　ハラスメントを受けたとき
１２　その他
合計

44.7%

13.1%

20.2%

13.5%

1.0%

1.0%

6.5%

37.0%

9.1%

23.3%

14.6%

6.7%

4.9%

4.4%

39.6%

10.4%

22.3%

14.2%

4.8%

3.6%

5.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 経済的理由

２ 岡山県の教職員としての仕事にやりがいを感じて

いるから

３ 家族の理解と協力があるから

４ 職場の理解と協力があるから

５ 短時間勤務制度や家族休暇など仕事と家庭の両

立支援制度を活用できたから

６ 延長保育、放課後児童クラブ、介護サービスなど

を活用できたから

７ その他

問 退職を考えたこともあったが、続けることができている理由や背景は。

男性 女性 全体
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１　経済的理由

３　家族の理解と協力があるから
４　職場の理解と協力があるから

７　その他
合計

１０　その他
合計

9.3%

11.5%

14.2%

1.9%

3.3%

33.5%

2.8%

1.7%

15.5%

6.3%

5.4%

8.6%

29.9%

3.0%

2.5%

29.7%

4.0%

0.9%

11.9%

4.1%

7.0%

9.8%

23.3%

2.5%

2.8%

31.3%

3.5%

1.2%

13.4%

5.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

１ 管理職に適した年齢の女性職員が少ないから

２ 管理職への登用を見据えた職務の機会付与がな

されていないから

３ 女性職員が親や家族の介護・看護の担い手と

なっており、管理職は無理だと考えているから

４ 性別に関わらない公正な評価が行われていない

から

５ 性別に関わらない公正な登用が行われていない

から

６ 管理職への登用を希望する女性が少ないから

７ 目標となる職員（ロールモデル）がいないから

８ 目標となる職員（ロールモデル）との情報共有が

できていないから

９ 現状の女性比率が低いとは思わない

１０ その他

問 女性管理職が少ない理由について、最も影響が大きいのは。

男性 女性 全体

９ 管理職の女性比率について

39



１　管理職を目指したい
２　今以上にスキルアップしたい

７　その他
合計

１　なりたい
２　なりたくない
合計

6.7%

22.5%

12.3%

8.4%

12.0%

34.9%

3.3%

1.5%

13.3%

11.4%

7.4%

22.3%

41.8%

2.3%

3.6%

17.2%

11.7%

7.8%

18.0%

38.9%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 管理職を目指したい

２ 今以上にスキルアップしたい

３ 今よりも働きやすくなれば、スキルアップを目指し

たい

４ 自ら昇進は望まないが、指示ならば受け入れる

５ 今以上には責任ある仕事の範囲を広げたくない

６ ライフステージの変化に応じて、その都度考えた

い

７ その他

問 あなたの仕事に対する考え方は。

男性 女性 全体

29.6%

8.6%

16.5%

70.4%

91.4%

83.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

問 将来管理職になりたいですか。

１ なりたい ２ なりたくない
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４　責任が増えると思うから

９　その他
合計

7.9%

24.1%

13.3%

17.7%

2.0%

8.2%

2.3%

18.5%

6.1%

14.3%

22.5%

17.8%

16.3%

2.2%

5.7%

2.7%

16.3%

2.2%

13.5%

24.7%

17.8%

18.0%

2.3%

6.9%

2.8%

18.2%

3.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 育児・介護など家庭と両立できるか不安だから

２ 自分は管理職には向いていないと思うから

３ 自分の経験、知識では自信がないから

４ 責任が増えると思うから

５ 周囲に自分の目標となるような管理職がいない

から

６ 専門性を極める仕事を担っていきたいから

７ 管理職になったときに、周囲に相談できる人がい

ないと思うから

８ 業務が困難で、かつ多忙だと思うから

９ その他

問 管理職になりたくない理由は。

男性 女性 全体
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１　業務経験の幅広さ
２　業務経験の深さ、専門性

４　決断力、危機管理能力
５　実行力
６　コミュニケーション力
７　プレゼンテーション力
８　調整力、交渉力
９　気遣い、心遣い、共感性
１０　柔軟性
１１　その他
合計

7.9%

4.9%

23.6%

21.7%

4.5%

11.2%

0.3%

6.5%

13.9%

4.8%

0.6%

6.5%

5.1%

24.7%

22.6%

3.6%

10.9%

0.3%

6.2%

15.5%

4.2%

0.4%

7.1%

5.1%

24.3%

22.2%

4.0%

11.0%

0.3%

6.3%

14.8%

4.5%

0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 業務経験の幅広さ

２ 業務経験の深さ、専門性

３ 組織マネジメント力、部下育成力、指導力、リー

ダーシップ

４ 決断力、危機管理能力

５ 実行力

６ コミュニケーション力

７ プレゼンテーション力

８ 調整力、交渉力

９ 気遣い、心遣い、共感性

１０ 柔軟性

１１ その他

問 管理職にとって重要と思う事柄は。

男性 女性 全体
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１　業務経験の幅広さ
２　業務経験の深さ、専門性

４　決断力、危機管理能力
５　実行力
６　コミュニケーション力
７　プレゼンテーション力
８　調整力、交渉力
９　気遣い、心遣い、共感性
１０　柔軟性
１１　その他
合計

8.9%

16.1%

14.8%

12.6%

8.2%

10.2%

3.4%

9.3%

10.2%

6.0%

0.4%

9.6%

20.3%

10.1%

11.4%

7.9%

10.7%

3.9%

9.0%

10.0%

7.0%

0.2%

9.3%

18.5%

12.1%

11.9%

8.0%

10.5%

3.7%

9.1%

10.1%

6.6%

0.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 業務経験の幅広さ

２ 業務経験の深さ、専門性

３ 組織マネジメント力、部下育成力、指導力、リー

ダーシップ

４ 決断力、危機管理能力

５ 実行力

６ コミュニケーション力

７ プレゼンテーション力

８ 調整力、交渉力

９ 気遣い、心遣い、共感性

１０ 柔軟性

１１ その他

問 今後あなたが伸ばしたいと思う事柄は。

男性 女性 全体
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５　マネジメント能力の育成
６　時間外勤務の縮減

８　職員の意識向上に資する動機づけ
９　その他
合計

36.2%

18.2%

6.4%

1.0%

5.4%

18.5%

5.4%

4.8%

4.0%

21.4%

30.9%

6.5%

1.6%

6.5%

19.8%

5.8%

5.7%

1.8%

27.6%

25.6%

6.5%

1.4%

6.0%

19.2%

5.6%

5.3%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

１ 性別に関わらない人事配置（業務配分）による人

材の育成

２ 出産・子育てに一定の時間的制約を抱えることを

前提とした職員の計画的な育成

３ 目標となる職員（ロールモデル）の育成

４ 先輩職員からの助言制度（メンター制度）の導入

５ マネジメント能力の育成

６ 時間外勤務の縮減

７ 管理職への登用を希望する職員への研修等支

援

８ 職員の意識向上に資する動機づけ

９ その他

問 女性の管理職への登用を進めるために最も重要なものは。

男性 女性 全体
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１　失敗の経験
２　成功の経験
３　困難業務の経験
４　多様な業務の経験
５　専門的な業務の経験
６　総括職（班長職）の経験
７　後輩の指導経験
８　先輩からの助言・指導・情報共有
９　研修
１０　家族の理解・サポート
１１　その他
合計

14.3%

8.8%

12.6%

17.4%

9.7%

5.4%

3.6%

12.8%

7.3%

7.3%

0.7%

11.6%

6.6%

12.7%

17.4%

9.0%

3.5%

3.5%

15.3%

7.6%

11.8%

0.8%

13.2%

8.0%

12.7%

17.4%

9.5%

4.7%

3.6%

13.8%

7.4%

9.0%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0%

１ 失敗の経験

２ 成功の経験

３ 困難業務の経験

４ 多様な業務の経験

５ 専門的な業務の経験

６ 総括職（班長職）の経験

７ 後輩の指導経験

８ 先輩からの助言・指導・情報共有

９ 研修

１０ 家族の理解・サポート

１１ その他

問 管理職になるに当たり、役に立ったことは。

男性 女性 全体
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５　女性職員の採用の拡大

１２　その他
合計

8.4%

4.2%

16.7%

23.2%

1.3%

4.6%

7.1%

4.7%

4.7%

4.4%

15.6%

5.2%

6.6%

5.2%

18.8%

24.3%

1.2%

4.5%

13.6%

1.0%

4.5%

2.6%

14.7%

3.1%

7.4%

4.8%

17.9%

23.8%

1.2%

4.5%

10.9%

2.6%

4.6%

3.3%

15.1%

4.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

１ 全ての職員が自らのキャリアデザインを考えるた

めの研修の実施

２ 研修等による育児休業からの円滑な職場復帰支

援

３ フレックス制の拡大など柔軟な働き方の導入

４ 時間外業務の縮減などによる働きやすい職場づ

くりの推進

５ 女性職員の採用の拡大

６ 職員のキャリア形成に対する上司の支援や意識

の向上

７ 出産・育児・介護等に対する職場の理解と支援

８ 男性職員に偏っている業務への積極的な女性職

員の配置

９ 男性職員の家事・育児・介護等への参画の推進

１０ 業務量に見合った適正な人員配置

１１ 職員の能力が発揮できる職場への配置

１２ その他

問 今後、岡山県教育委員会が重点的に取り組むべきものは。

男性 女性 全体

10 県教育委員会の取組について
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